
組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ8目標 Ｒ8結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策16-1-①

前年度以上 ・新潟市地球温暖化
対策実行計画（市役
所率先実行版）の推
進

・2030年度の温室効果ガス排出
量削減目標（2013年度比50％削
減）達成に向け、徹底した省エネ
ルギーの推進と、再生可能エネ
ルギーのさらなる導入に取り組
んでいきます。

2
政策16-1-①
行財3-2-②

前年度以上 ・新潟市地球温暖化
対策実行計画（地域
推進版）の推進

・多様な主体とのパートナーシッ
プのもと、省エネ・再エネなど脱
炭素に係る取り組みを推進しま
す。

3 政策16-3-①

・会議の円滑な
開催と新潟宣
言の発出

・世界湿地都市ネット
ワーク市長会議の開
催

・ラムサール条約都市
推進事業

・11月の第5回世界湿地都市ネッ
トワーク市長会議の開催や新潟
宣言の発出などを通じて、「国際
湿地都市NIIGATA」の認知向上
を目指します。

・里潟の魅力を活かした国内外
へのプロモーション活動や市民
プロジェクトの展開、公認里潟ガ
イドの育成のほか、環境の悪化
が見られる佐潟の再生などに取
り組みます。

4 政策16-3-①

1件以上 ･生物多様性保全事
業

･民間団体等による自然共生サ
イトの認定を増やすため、制度
の周知啓発や申請に係るサ
ポートなどを実施します。

5
政策16-3-①

前年度以上 ・環境教育・環境学習
の推進

・環境教育副読本の活用やESD
環境学習校の支援などを通じ
て、環境教育・環境学習を推進し
ます。

・「国際湿地都市NIIGATA」を確立
するため、ラムサール条約の湿地
自治体認証に基づく国際的な都市
ブランド化及び地域における湿地
の保全や賢明な利用の促進など、
ラムサール条約都市としての取組
みを推進します。

・第5回世界湿地都
市ネットワーク市長
会議などを通じた市
民認知の向上

・ラムサール条約湿地自治体認証
制度に基づき、地域や民間事業者
と連携・協力し、、生物多様性の保
全と自然環境の賢明な利用につな
げます。

・市内における自然
共生サイトの申請
数（民有地含）

【現状値】
・1件（令和7年度申
請）

・豊かな自然環境の保全や脱炭素
社会の構築など、持続可能な社会
の実現に向け、第４次新潟市環境
基本計画に基づき、市民一人ひと
りが環境に関心を持ち、自ら考え
て行動するために、学校教育を通
じて、さらなる環境教育の推進に
取り組みます。

・環境教育副読本
（電子ブック）の小
中学校における利
用率

【現状値】（令和7年
度）
・小学校：58.4%（回
答率81.7％）
・中学校：55.3%（回
答率59.4％）

・地域脱炭素をけん引するため、
市役所もCO2を多量に排出する大
規模な事業所のひとつとして、公
共施設のZEB化促進や再エネ導
入など、市の事務事業にかかる脱
炭素化に率先して取り組みます。

・新潟市の事務事
業に伴う温室効果
ガスの削減量（平成
25年度比）

【現状値】
△28%（令和6年度）

主な取組（事業）

・事業者と連携した
低炭素化推進事業
の実施件数

【現状値】
13件（令和7年度）

・市民、団体、地域の事業者の
パートナーシップのもと、住宅など
家庭部門のエネルギー消費量の
削減に取り組むとともに、民間事
業者の脱炭素経営を促進するな
ど、徹底した省エネルギーを進め
ます。

今後の方針

年度 令和８年度 R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・市域から排出される温室効果ガスの削減量（平成25年度比）
・市内の陸域における生物多様性保全に資する地域の割合

組織名（部） 環境部
組織名

（準部・課・機関名）
環境政策課

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

○：達成、△：一部未達成、×：未達成



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ8目標 Ｒ8結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策16-4-①

100% 大気常時監視 市内11地点において24時間
365日の常時監視を行い、大気
の状況の把握に努めるととも
に、必要な対策につなげること
で生活環境の保全を図ります。

2 政策16-4-①

100% 水質汚濁等調査 公共用水域の水質測定計画に
基づいて環境基準の常時監視
調査を実施し、必要な対策に
つなげることで河川や海域等
の水質保全を図ります。

3 政策16-4-①

99.6% 環境騒音調査 自動車、新幹線、航空機等の
騒音調査及び自動車、新幹線
の振動調査を実施し、必要な
対策につなげることで生活環
境の保全を図ります。

4 政策16-4-①

94.0% 事業場等監視指導 環境負荷低減のため、大気汚
染防止法、水質汚濁防止法及
びダイオキシン類対策特別措
置法等の届出事業場に対し、
規制基準の監視及び必要な指
導を行います。

5 政策16-4-①

26.5% 浄化槽整備推進事業 汚水処理を合併処理浄化槽で
整備する区域について、下水
道接続時の個人負担と同水準
になるよう浄化槽設置工事費
の一部を補助し、合併処理浄
化槽の普及を促します。

6 行財1-1-①

2回 公害苦情相談業務研
修会

各区区民生活課、中央区窓口
サービス課などの職員を対象
とした研修により公害苦情相
談員のスキルアップを図り、市
民対応の質を向上させます。

安心・安全な市民生活に影響を与
える環境負荷の低減を図るため、
計画的な環境調査を継続的に実
施し、環境の状況に応じた取組に
つなげることで良好な生活環境を
確保します。

騒音の環境基準達
成率（自動車騒音）

環境法令などに基づき工場などの
監視・指導を適切に行い、環境負
荷の低減に努めます。

工場・事業場の排
出基準適合率（大気
汚染防止法、水質汚濁
防止法及びダイオキシン
類対策特別措置法に基
づく特定事業場等への
立入検査）

No.

組織目標 指標

安心・安全な市民生活に影響を与
える環境負荷の低減を図るため、
計画的な環境調査を継続的に実
施し、環境の状況に応じた取組に
つなげることで良好な生活環境を
確保します。

大気の環境基準達
成率（SO₂、NO₂、
SPM、CO）

評価 目標達成状況
取組指標

R8.4.20（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

新潟市の生活環境における大気・水・音などの状況が良好だと感
じる市民の割合

年度 令和８年度

組織名（部） 環境部
組織名

（準部・課・機関名）
環境対策課

主な取組（事業）

河川水の環境基準
達成率（BOD）

安心・安全な市民生活に影響を与
える環境負荷の低減を図るため、
計画的な環境調査を継続的に実
施し、環境の状況に応じた取組に
つなげることで良好な生活環境を
確保します。

今後の方針

衛生的で良好な生活環境の確保
と水環境の保全を図るため、地域
の実情に応じて、下水道と合併処
理浄化槽の役割分担に基づく汚水
処理施設の整備を推進します。

合併処理浄化槽設
置率

市民の信頼と期待に応えられるよ
う、職員の市民対応の質を向上さ
せるなど市民の視点を大切にした
信頼される市政を推進していきま
す。

公害苦情相談業務
研修会回数

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ8年度目標 Ｒ8年度結果 取組名称（事業名） 概要

政策16-2-①

894g

政策16-2-①

19,015t

政策16-2-①

R7年度実証事
業業の平均
値、56Kg以上
を回収

4
政策16-2-①
政策16-2-③
行財 1-2-②

事業の推進 ・亀田清掃センター建
替事業
・新田清掃センター整
備・運営事業

・杭打ち、基礎配筋・コンクリ打設
など(おおむね4％進捗)
・PFI導入可能性調査の完了、整備
内容の策定

5 行財1-4-②

80％以上 ・定時退庁日 ・定時退庁日の確実な実施に
より、超過勤務時間の縮減や
有給休暇取得の促進にも繋
げ、働きやすい職場づくりに取
り組みます。

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

R8.5.13（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・1人1日あたりごみ総排出量(中間目標R8<2026>年度 968g
組織名（部） 環境部

組織名
（準部・課・機関名）

循環社会推進課

年度 令和８年度

主な取組（事業）

食ロス量(t)

今後の方針

・積極的な広報活動

・エコレシピコンテスト

・食品関係事業者と連
携した取り組み

・製品プラスチックの
分別収集・再商品化
実証事業

・広報紙「サイチョプレス」やSNS
等、多様な媒体を活用した啓発を
行います。

・事業系食ロス削減に向け、食品
関係事業者と連携した啓発活動
(20.10.0運動、てまえどり普及)を推
進します。

・資源循環や焼却時の温室効果ガ
ス発生抑制のため、製品プラス
チックの資源化を進めます。

実証実験による製
品プラスチック回収
量(t)

・すべての職員が、子育てや介護
などのライフステージにあわせて、
柔軟に働き続けることができるよ
う、職場環境の整備やテレワーク
の導入などを進めます。

定時退庁日実施率
の向上

・人口減少や3Rの推進によるごみ
排出量の減少を見据え、温室効果
ガス削減や廃棄物エネルギー活
用を考慮した、ごみ処理施設の統
合や更新等を進め長期にわたり安
定したごみ処理事業の継続に取り
組みます。

亀田清掃センター
建替事業、新田清
掃センター施設整
備・運営事業 など
の推進

1

・家庭系・事業系ごみ減量に加え、
食品ロス削減やプラスチック資源
循環などの課題の解決に取り組み
ます。

1人1日あたりごみ
総排出量(g)

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ８目標 Ｒ８結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策16-4-①

0 ・定期的な調査、分
析、公表
・基準値超過防止対
策の実施

安全で安定的な廃棄物処理体
制を維持・確保するために、施
設の適正な運転管理に努め、
法基準の前段である自主管理
目標値超過を出さないようにし
ます。
また、基準値順守のための検
査を確実に実施し情報の開示
を行います。

2 行財2-2-②

0 ・火災防止対策の実
施
・設備・機器の定期的
な点検

施設の火災を防ぐために、火
災防止対策をさらに推進し、炎
検知器・自動散水設備などの
機器を定期的に点検し、適正
に管理します。

3

0 ・不測の事態を想定し
た運転計画、維持管
理計画の策定、運用

安定的な廃棄物処理体制を維
持するために、計画外の運転
停止時であっても自施設でご
みの受入を継続できるように、
ごみ貯留量予測を考慮した運
転計画・維持管理計画を策定、
運用します。

　安定した廃棄物処理体制を維持
します。

計画外の運転停止
に起因した他施設
へのごみシフト件数

　廃棄物処理施設の適正管理に
努めます。

法基準値及び廃掃
法上の維持管理に
関する計画の基準
値超過件数

主な取組（事業）

火災発生件数　効率的で計画的な施設保全を推
進していくため、廃棄物処理施設
の火災防止に努めることにより、
施設の長寿命化、ライフサイクル
コストの削減を図ります。

今後の方針

年度 令和8年度 R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・１人1日当たりごみ総排出量
組織名（部） 環境部

組織名
（準部・課・機関名）

循環社会推進課
（新田清掃センター）

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ８目標 Ｒ８結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策16-4-①

0 ・定期的な調査、分
析、公表
・基準値超過防止対
策の実施

安全で安定的な廃棄物処理体
制を維持・確保するために、施
設の適正な運転管理に努め、
法基準の前段である自主管理
目標値超過を出さないようにし
ます。
また、基準値順守のための検
査を確実に実施し情報の開示
を行います。

2 行財2-2-②

0 ・火災防止対策の実
施
・設備・機器の定期的
な点検

施設の火災を防ぐために、火
災防止対策をさらに推進し、炎
検知器・自動散水設備などの
機器を定期的に点検し、適正
に管理します。

3

0 ・不測の事態を想定し
た運転計画、維持管
理計画の策定、運用

安定的な廃棄物処理体制を維
持するために、計画外の運転
停止時であっても自施設でご
みの受入を継続できるように、
ごみ貯留量予測を考慮した運
転計画・維持管理計画を策定、
運用します。

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・１人1日当たりごみ総排出量
組織名（部） 環境部

組織名
（準部・課・機関名）

循環社会推進課
（新田清掃センター）

年度 令和8年度

主な取組（事業）

火災発生件数　効率的で計画的な施設保全を推
進していくため、廃棄物処理施設
の火災防止に努めることにより、
施設の長寿命化、ライフサイクル
コストの削減を図ります。

今後の方針

　安定した廃棄物処理体制を維持
します。

計画外の運転停止
に起因した他施設
へのごみシフト件数

　廃棄物処理施設の適正管理に
努めます。

法基準値及び廃掃
法上の維持管理に
関する計画の基準
値超過件数

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ８目標 Ｒ８結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策16-4-①

０件 廃棄物処理施設の適
正管理

・定期的な調査、分析、公表を
行います。
・基準値超過防止対策を実施
します。

2 政策16-1-①

０件 温室効果ガスの削減 ・ごみ処理施設の使用電力節
減と発電電力量の向上に取り
組み、省エネルギーに努めま
す。

3 行財1-1-①

０件 コンプライアンスの推
進

職員研修などによりコンプライ
アンス意識の浸透・徹底を図る
とともに、他課での事例や再発
防止の取り組みを組織内で共
有することで、事務処理誤り等
の削減に取り組みます。

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

市域から排出される温室効果ガスの削減量

組織名（部） 環境部
組織名

（準部・課・機関名）
巻清掃センター

年度 令和8年度

主な取組（事業）

発電機の計画外停
止件数

　廃棄物処理施設の効率的運営
に取り組みます。

今後の方針

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制の不備発
生件数

廃棄物処理施設の適正管理に努
めます。

法基準値及び廃掃
法上の維持管理に
関する基準値超過
件数

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ８目標 Ｒ８結果 取組名称（事業名） 概要

0件 ・放流水等の定期的な
調査、分析、公表
・基準値超過防止対
策の実施

設備・機器の点検整備と適正
運転により、水質基準を遵守し
たし尿処理に努めます。

149kl/日以下 ・施設能力（149kl/日）
を超過しない処理

年間を通じてし尿・浄化槽汚泥
の搬入受入量の平準化を図
り、安定したし尿処理に努めま
す。

2

0件 ・し尿処理施設の点検
整備
・安全管理の徹底

設備・機器の点検整備を徹底
するとともに、職員の安全に対
する知識と意識の向上を図り、
労働災害の防止に努めます。

3 行政1-1-①

0件 ・コンプライアンスの推
進

職員研修などでコンプライアン
ス意識の浸透・徹底を図るとと
もに、他課の事例や再発防止
策等の情報を共有し、事務ミス
等の防止に努めます。

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・1人１日当たりゴミ総排出量
・新潟市の生活環境における大気・水・音などの状況が良好だと思
う市民の割合組織名（部） 環境部

組織名
（準部・課・機関名）

舞平清掃センター

年度 令和8年度

主な取組（事業）

１日当たりの平均処
理量

今後の方針

し尿処理施設の適正管理に努め
ます。

政策16-4-①1

労働災害の未然防止に努めます。 労働災害の発生件
数

適正な事務執行により事務ミスや
不正の発生防止に努めます。

内部統制の不備発
生件数

法基準値及び廃掃
法での維持管理公
表基準値超過件数

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ８目標 Ｒ８結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財1-2-①

97％以上 歳入の確保 現年度未納者に対し、電話催
告強化や催告書発送、口座振
替の用紙送付、現地調査など
を行い、収納率向上に取り組
みます。

2
行財1-1-①
政策16-2-①

459グラム以下 一般廃棄物適正処理
の推進
・啓発媒体の作成・配
布（ごみカレンダー、
分別百科、分け方出し
方、集積場用看板等）
・市民向け講座の実
施
・ごみ関連チャットボッ
トの運用

市民に正しい分別ルールを分
かりやすく伝えるため、各種広
報媒体の作成・配布及び講座
を実施します。
また電話やメールによる問い
合わせ対応に加え、チャット
ボットを活用することで時間を
問わず情報提供を可能とし分
別ルールの周知を図ります。

3 政策16-2-②

133,000人 環境美化活動の推進
（地域清掃活動費等
補助制度）

町内会・自治会やその他団体
による一斉清掃などの美化活
動を行うための費用を一部支
援することにより、環境美化活
動を推進します。

4

100% 低濃度PCB廃棄物の
適正処理指導

低濃度PCB廃棄物の保管事業
者が処分期限までに委託契約
を完了し、適正処理を行うよう
指導・支援を行います。

廃棄物の適正処理に係る市民理
解の促進及び分別意識の向上を
推進します。

1人1日あたり家庭
系ごみ量

PCB特措法により低濃度PCB廃棄
物の処分期限が今年度末
（R9.3.31）となるため、把握済みの
低濃度PCB廃棄物の保管事業者
に適正処理を促します。

契約締結率

幅広い年齢層が参加しやすい啓
発手法を検討しながら、多様な主
体と連携・協働した環境美化活動
を推進します。

地域清掃活動費等
補助制度を活用し
たボランティア清掃
参加者数

一般廃棄物処理手数料（し尿）の
収納率向上に努めます。

現年の収納率（％）

主な取組（事業）

今後の方針

年度 令和８年度 R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・1人1日当たりごみ総排出量
・新潟市の生活環境における大気・水・音などの状況が良好だと
　思う市民の割合組織名（部） 環境部

組織名
（準部・課・機関名）

廃棄物対策課

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

○：達成、△：一部未達成、×：未達



組織目標管理シート

作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ８目標 Ｒ８結果 取組名称（事業名） 概要

0

0

2
政策16-2-②
行財3-2-②

1,000 ・ごみ集積場の早朝
　巡視の実施
・ごみ集積場における
　分別指導
・日常的な情報収集と
　区役所へのフィード
　バック

区役所と連携し、分別等が不
十分なごみ集積場を重点的に
巡視し、家庭ごみの分別相談
を行うとともに、地域の声を区
役所と共有し、ごみ集積場の
清潔保持・環境改善を図りま
す。

70

90

1

事故を防止するため、職員一人ひ
とりが日々安全運転・安全作業を
励行するとともに安全管理を徹底
します。

・ごみ収集運搬業務
　時における安全運
　転の励行
・朝礼時における安全
　確認の徹底
・実地型安全運転講
　習の実施
・安全衛生委員会で
　の注意喚起

収集作業時の安全運転、安全
作業を職員が励行するとともに
安全管理を徹底します。また、
実車による交通安全研修を実
施し安全対策を強化します。

交通事故の発生件
数（件）

小学４年生対象出
前講座実施回数
（校）

未就学児・小学校
低学年向け出前講
座の実施回数（箇
所）

3

子どもを対象とした環境教育の充
実を図ります。

政策16-2-①

小学生や未就学児を
対象とした出前講座
の実施

未就学児や小学生向け出前講
座を実施することにより、次世
代を担う子どもたちにごみの分
別に関心を持ってもらい、家庭
内及び大人になった時の分別
意識の向上につなげます。

早朝巡視する自治
会数（延べ数）

違反ごみの削減やごみ集積場の
環境保全を図ります。

今後の方針

公務災害の発生件
数（件）

年度 令和８年度 R8.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・1人1日当たりごみ総排出量
・新潟市の生活環境における大気・水・音などの状況が良好だと
　思う市民の割合組織名（部） 環境部

組織名
（準部・課・機関名）

廃棄物対策課
（清掃事務所）

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

主な取組（事業）

○：達成、△：一部未達成、×：未達


